
平成 27年度 日本大学理工学部社会交通工学科 卒業研究概要集 

- 111 - 
 

D-12     南海トラフ地震・津波発生時の救助活動における空港・場外離着陸場運用の検討 

Study on the Effective Rescue Operation of Airport and Forward Base  

in Nankai Trough Earthquake and Tsunami 

 

指導教授 轟  朝 幸  川 﨑 智 也  ２１０８ 樋 口 大 貴  

 

１． はじめに 

 東日本大震災では，震災発生直後より自衛隊や官公

庁，民間ヘリなどあらゆる運用主体の航空機が被災県

空港に飛来し，救助・物資輸送等の活動を支え，空港

が防災拠点として有効であることが示された１）。一方，

震災直後の空港では，多くの航空機の集中による駐機

スペース不足，航空機燃油不足などの課題が生じ，今

後発生する大震災への備えが必要とされている。 

ここで先行研究２）では，南海トラフ地震により，甚

大な被害が想定される高知県を対象とし，高知・高松・

松山の各空港と高知県内に補給や人員乗降場，救助者

降機場所としての機能を持つ場外離着陸場（以下，FB）

の設置を考慮した震災時の消防ヘリ活動を再現するた

めの運用シナリオの作成とシミュレーションを行い，

救助人数を算出した。しかし，空港や FBの被災予測別

の運用体制に対する検討がなされていない。 

そこで本研究では，先行研究での課題を踏まえ，甚

大な被害が想定されている高知県を対象とし，発生す

るあらゆる被災状況を想定した使用空港別・運用体制

別のシナリオを作成後，マルチエージェントシミュレ

ーションを用いて救助人数の算出と先行研究での課題

解決を目指し，空港・FBの運用体制を提言する。 

２．南海トラフ地震時の空港・FB運用対策 

高知空港は内閣府，高知県の両行政において，各部

隊の指揮，燃料補給等を速やかに行う「航空機用救助

活動拠点」に位置付けられ，重要な施設であることを

示している。しかし，津波により被災し，機能不全に

なることが懸念されている。そのため，国土交通省で

は高知空港が被害を受けた際の代替空港として高松空

港や松山空港の使用を検討している。また，高知県で

も FBを高知県内に数カ所設置し，救助を実施していく。

これらを踏まえ，本研究でも高知空港，高松・松山の

両空港と高知県内の FBを対象とした研究とする。 

３．研究手法   

（１） 研究方法・前提条件 

 救助人数算出にあたり，間島ら３)が用いたマルチエー

ジェントシステムを参考にヘリ活動のシミュレーショ

ンを行う。図－１に行動のイメージ図を示す。 

 

図－１ 救助活動１サイクルのイメージ図 

シミュレーションでの救助活動時間は 12時間と設定

する。また，ヘリコプターの機数・機能・被災地域の

前提条件を表－１に示す。シミュレーションを実施し，

得られた救助人数の数が本研究での救助活動時の空

港・FBの評価とする。 

表－１ 前提条件 

救助ヘリコプター 23 機 

ヘリコプターの飛行時間 120分 

活動１回あたりの救助者数 4 人 

出要請被災地数 全 18 拠点 

（２）シナリオの設定・目的 

 本研究で実施するシミュレーションのシナリオは，

高知空港の被災による救助人数の変化を検証するため

のシナリオ（想定ケース１）と東西２ヵ所に給油施設

完備の FB を設置した際の救出人数を検証したシナリ

オ（想定ケース２）の２ケースである。両ケースとも

に高松，松山の両空港を利用する。想定ケース１の空

港駐機数の条件を表－２，想定ケース２の FB駐機数の

条件を表－３にまとめる。 

表－２ 空港の駐機数の条件 

No. 空港 駐機数 

A 高松 15 

B 高知 0~23 

C 松山 15 
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想定ケース１は，高知空港の被災を想定し，駐機数

を変化させる。高知空港が使用できないヘリコプター

に関しては高松空港－被災地間，松山空港－被災地間

を往復する。 

表－３ FBの駐機数の条件 

No. FB名 スポット数 

１ 室戸広域公園 3 

２ 案芸総合公園 4 

３ 高知大学医学部 3 

４ 高知県立青少年センター 4 

５ 春野総合運動場 9 

６ 四万十緑林公園 4 

７ 土佐清水総合公園 4 

８ 宿毛市総合運動公園 8 

想定ケース２は，東西２箇所に給油施設付きの FBを

設置する，高知県の大規模災害対策の方針に基づき，

本研究のシミュレーションでは，表－３に示した８箇

所それぞれを使用した際の救助人数を算出していく。 

４．算出結果および考察 

想定ケース１（高知空港被災）の結果を図－２，想

定ケース２（FBの設置場所の検討）の結果を図－３に

示した。想定ケース１の救助人数算出結果から，高知

空港使用不可能な場合と高知空港の駐機スペースが最

大限に使用できる場合とでは，救助人数に 154 人の差

が生じた。また高知空港が津波の被災により使用不可

能となった場合の代替空港である高松・松山の両空港

を使用した場合の結果では，両空港合わせて 707 人の

被災者を救出し，搬送場所及び給油地点として機能し

た結果が得られた。 

 

図－２ 高知空港被災状況別の結果 

 

図－３ FB別救助人数算出 

想定ケース２の結果から，救助の効率性を向上させ

るには，高知県中心部に位置する高知大学医学部，高

知県青少年センター，春野総合運動場に FBを設置する

ことが望ましいと明らかとなった。 

５．終わりに 

本研究では，高知空港被災状況の変化による救助人

数の変化と給油施設付き FB の設置場所別による救助

人数変化を明らかにした。具体的には，震災による被

災状況を考慮した想定ケース１と，FBの設置場所に着

目した想定ケース２である。想定ケース１より，高知

空港が利用できることがより多くの命を救出可能であ

ることや津波による被害から高知空港が使用不能にな

る状況を想定して高松空港・松山空港も災害に備えた

準備をしておくことが重要である。想定ケース２では，

FBの設置場所を高知県市街地の施設を事前準備，利用

することが救助人数の増加に貢献することが示された。 
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